
42 奈文研紀要 2020

１　はじめに

　奈文研は以前から日本考古学の国際化を重大な課題
として認識し、積極的に外国語で情報を発信してきた。
その中で、文化庁・観光庁の「観光立国」推進を受け、
2019年６月から新たに多言語化に力を入れるようになっ
た。奈文研の多言語化は、データベース・ホームページ
のローカライゼーション、展示室・資料館のキャプショ
ンや図録の翻訳、論文の英文要旨の校閲、文化財関連用
語シソーラス作り等、多種多様な仕事が含まれている。
外国語での情報発信は以前からおこなわれたものの、多
言語化が一層本格的になると、ガイドラインの不足、多
言語化に対する誤解、体制の不完全性等、様々な予想さ
れなかった課題が浮かんできた。これらの諸問題の解決
策を探るため、奈文研は関西圏の国立文化財機構メン
バーである奈良国立博物館（以下、奈良博）と京都国立博
物館（以下、京博）と連携を取り、2019年度に３回の「多
言語化事業に関する意見交換会」を開催した。意見交換
会で、各施設が同じような課題と直面していることが確
認され、さらなる連携を図ることになった。本稿では、
意見交換会でおこなわれた議論について報告する。

２　意見交換会での議論

　意見交換会の第１回は2019年８月１日に奈文研にて、
第２回は10月31日に奈良博にて、第３回は2020年２月14
日に京博にて開催された。意見交換会自体の方針として
は、①具体的な課題について施設を超えて議論し、共有
する場とする、②多言語事業のレベルアップ（効率化・

高品質化）に資する場とする、③仕事上、負担のないよ
うにする、の三つが設定された。上述したように、多言
語化の対象となる事柄は様々ではあるが、参加機関の二
つが博物館であったこともあり、意見交換会では展示室
の多言語化、とりわけキャプション、解説パネルの翻訳
のあり方が議論の中心となった。
国立機関の責任　　まず、ナショナルセンターである奈
文研とそれぞれの国立博物館の責任の重大さが再確認で
きた。つまり、日本文化に関する情報を発信する機関で

ある国立文化財機構が作る多言語解説は、各翻訳会社、
自治体等が参考にしている。そのため、機構が訳語の誤
訳等の間違いを犯してしまうと、それはたちまち全国に
拡散し、取り返しのつかないことになる。したがって機
構では、いつでも最高品質の多言語化を実施しなければ
ならない、という認識が共有できた。
わかりやすい解説とは　　文化財の多言語化において、
日本語で書かれているものをそのまま正確さと忠実さだ
け追求して翻訳すればいいというわけではない。文化庁
が推薦している多言語化事業においては、訪日外国人旅
行者等を対象に文化財そしてそれを通して日本文化を面
白く、わかりやすく解説することが重要視されている。
ただ、問題なのは、多言語化の現場では、わかりやすく、
面白いものとはどのようなものなのか、様々な意見が散
乱している。とりわけ多言語化担当者と日本語でのコン
テンツ開発を担当している研究者・学芸員の見解の間の
溝が深い。日本人にとってわかりやすく、面白く書いて
あるテキストは、忠実に訳すとなぜ外国人にとってわか
りにくく、面白くないものに生まれ変わるのか、日本人
担当者にはなかなか理解しにくい。これには様々な理由
があるが、①読者が知りたい情報が書いていない、②文
体が不自然、の二つがもっとも大きい。前者に関しては
文化庁のガイドラインでも、「人が何を好み、何に関心
があるのか。これは個人の嗜好によるところも当然あり
ますが、それ以前にその人が所属する文化が影響を与え
ている部分も大いにあります。（中略）これはつまり、外
国人と日本人では、知りたい情報、必要とする情報が違
うということです。日本人に向けた案内や解説などの情

全国の模範となる多言語化
に向けて
－関西での文化財機構の取り組みについて－

図₅₇　第１回意見交換会の様子
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報を、そのまま多言語化しても、それは必ずしも外国人
が知りたい情報ではない可能性があります」と述べられ
ている。また、日本の歴史や文化に関する背景知識がほ
とんどない外国人には、日本人向けに書かれたテキスト
は難しいのも紛れもない事実である。これも各種ガイド
ラインでたびたび指摘されている。他方、文体に関して
は、文化庁・観光庁のガイドラインにおいて具体的なア
ドバイスが乏しい。意見交換会のメンバーの中では、最
初から外国語で書かれたような自然な文章が理想的であ
る、と主張する人が大半である。このように、練りに練っ
たテキストをそのまま発信したい原著者と、そのテキス
トはそのままでは通じにくいと主張する多言語化者担当
のそれぞれの思いを調整する必要がある。そのため、多
言語化に関わるすべての人の間に、多言語化の目的の再
確認と共有が不可欠である、と強く訴えられた。
確認体制について　　多言語化においてもっとも大きな
課題はテキストの確認体制とその基準である。翻訳して
できあがるテキストは翻訳者の解釈に過ぎないし、内容
まで外国人向けにアレンジされていることもしばしばあ
る。翻訳者の理解と原著者の意図にずれがないか、また
専門用語の訳語があっているかどうか、原著者または第
三者が確認する必要があるが、外国語の言語能力が足り
ないため翻訳されたテキストが理解できない人も多い。
一つの措置としては、翻訳されたテキストをもう一度日
本語に翻訳するというのがある。しかし、これで確認で
きるのは大雑把な内容だけで、専門用語や言葉のニュア
ンスには対応できないのである。最も有効な対策は、一
人でも多くの人にテキストを読んでもらい、お互いの弱

点を人数でカバーすることであろう。ただし、これを実
現するには、まず共通認識が必要である。つまり、原文
を誰のために、どのように翻訳・アレンジするかを前
もって話し合わなければならない。これでようやく翻訳
されたテキストを確認する際、何を問題視するのかが明
確になるのである。
ノウハウの蓄積　　意見交換会で「認識の共有」という
重要なキーワードは何度でも出てきた。また、もう一つ
関連しているキーワードとして「ノウハウの蓄積」が
あった。このような問題意識から、ガイドラインの作成
とデータの共有が提案された。文化財の多言語化につい
ては、文化庁と観光庁によってすでにいくつかの対訳集
とガイドラインが発行されている。これらに英語表記の
ルールや全体方針が示されているが、博物館という特殊
な空間に配慮して作られていないため、展示室の多言語
化において、残念ながらさほど参考にならない。そのた
め、文化財を扱う機関として独自の多言語化資料を作成
したほうが良いと思われる。

３　おわりに

　意見交換会では多言語化に関する諸課題が整理され、
以下のような基本方針が決まった。正確かつ面白く、外
国人にわかりやすい翻訳が一番望ましい形であるが、こ
れを実現するには、多くの工夫が必要である。直訳でい
くら正確な情報を発信しても、それが理解しづらく、面
白くなくなるため、結局メッセージが相手にとどかな
い。この問題にどう立ち向かうのか、文化財の多言語化
の最大の課題であり、これからも議論し続ける必要があ
る。そして、議論の成果を多言語化の継続性と品質の維
持のために確定し、ガイドラインとして固めるべきであ
る。三度の意見交換会で、多言語化は大変大きな仕事で
はあるが、関係者でその重要性と方向性の共通認識が浸
透すれば、文化財多言語化における模範的なモデルにな
ると実感した。� （Yanase Peter）
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図₅₈　第３回の意見交換会
（第１回にくらべて参加者が大幅に増えている。）


